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別 紙

調査研究内容

月 日 令和 5年 2月 1日 (水 )～  令和 5年 2月 2日 (木 )

旅行先 東京都 衆議院第一会館

調査研究事項 特定地域づ くり事業協同組合制度 外

〔内容〕

02月 1日 (13:25～ 14:25)衆 議院第一会館 1218会 議室

特定地域づ くり事業協同組合 について

対応者 :総務省地域力創造グループ地域振興室 天野純之介 課長補佐

農林水産省農村振興局農村政策部農村計画課農村政策推進室

安賓実   課長補佐

人 口急減地域の課題 に対 し、地域の仕事 を組み合わせて年間を通 じて仕事 を創 出す るこ

とを目的 とした特定地域づ くり事業協同組合制度 に基づ き、地域づ くりの人材 の雇用か ら

所得の安定 0社会保障の確保 を行 うのが特定地域づ くり事業協同組合である。令和 5年

2月 1日 現在、全国では 72の組合が組織 され、令和 5年度 には 100組 合 を超 える見

込。組織 されている各組合 ごとに、地域の状況に合わせ た人材面の特色 もあ り、移住者の

意向を踏まえたものや、農業特化、地域おこし協力隊の任期後の受け皿にしているなど

幅広 く活用 されてい るとのこと。

づ くり人材が農村の多様な担い手 として定住することを期待 しているとのことであった。

02月 1日 (14:30～ 15:05)衆 議院第一会館 1218会 議室

農泊推進対策 について

対応者 :農林水産省農村振興局農村政策部都市農村交流課 米 田太一 農泊推進室長

〃 予算・活性化G 齊藤武  計画係長

「農泊」 とは、農 山漁村地域に宿泊 し、滞在中に地域資源 を活用 した食事や体験等を

楽 しむ 「農山漁村滞在型旅行」のことであり、宿泊 `食事・体験な ど農産漁村ならではの

市域資源 を活用 した様 々な観光 コンテンツを提供 し、農 山漁村への長時間滞在 と消費 を

促す ことで、地域が得 られ る利益 を最大化 し、農 山漁村 の活性化 と所得 向上 を図るとと

もに、農 山漁村への移住・定住 も見据 えた関係人 口の創 出の入 り回とす ることを 目的 とし

てい る。

農泊推進 のため、中核法人 を中心に多様 な関係者が地域協議会へ参画 し、地域が一丸 と

農林水産省では、人 口急減地域特定地域づ くり推進法を活用により、農村振興や地域



なつて取 り組むことが求められてお り、農山漁村発イノベーション推進・整備事業 として

農泊の遠泳主体 となる地域協議会等に対 して、ソフ ト・ハー ド両面から一体的に支援を行

うこととしているとのことであつた。

02月 1日 (15:30～ 16:20)衆 議院第一会館 1218会 議室

中高一貫教育について

対応者 :文部科学省初等中等教育局参事官付 (高 等学校担当)白 川由梨 参事官補佐

〃 高等教育改革係 長屋美麻:

中高一貫教育制度 とは、中学校 と高等学校 の 6年 間を接続 し、6年 間の学校生活 の中で

計画的 。継続的な教育課程を転換することにより、生徒の個性や創造性を伸ばす ことを目

的に、学校教育法等の改正により、平成 11年度か ら導入 された制度であ り、安定 した

環境の中で、 6年間の学校生活を送ることができる、計画的・継続的な教育課程を展開

することができるといつた特色がある。平成 23年 7月 の中央教育審議会初等中等教育

分科会学校段階間の連携・接続等に関する作業部会では、特色ある教育の展開・教育課程

の特例の活用状況 とその拡充の必要性 について 。学力差やいわゆる「中だるみ」への懸念

と学習意欲の向上を図る取 り組みついてなどが意見 として出され、まとめとして今後 とも

中高一貫教育校の設置が促進され、よリー層、生徒の個性や想像力 (創造力)を伸ばすと

ともに、 21世紀の社会で活躍できる人材の育成につながるよう、中等教育の多様化 。

複線化が深まることを期待するとまとめられている。

02月 2日 (9:30～ 10:20)衆 議院第一会館 1218会 議室

インターナシ ョナルスクールについて

対応者 :文部科学省大臣官房 出 口夏子 国際協力企画室長

文部科学省初等 中等教育局教育課程課 出分 日向子 専門官

〃 外国語教育推進室 岡田健裕 室長補佐

文部科学省総合政策教育局生涯学習推進課専修学校教育振興室

船木茂人 課長補佐

文部科学省初等中等教育局初等中等教育企画課

教育制度改革室義務教育改革係 渡邊康博 専門職

「イ ンターナシ ョナルスクール」は一般 に、外国人を対象 として英語で教育 を行 う施設

のことを指す と考 え られてお り、法律上のカテ ゴリーではな く、その中には学校教育法

第 134条 に基づ く各種学校 として都道府県知事の設置認可を受 けている学校 、無認 可



の学校 が存在 してい る。その中には国際的な認証機 関 (国 際バカ ロレア等 )の 認証 を受 け

た教育施設 と、受けていない教育施設が存在 してお り、それ ら以外にも主に外国人の受け

入れ を 目的に、学校教育法第一条に規定す る学校 (一条校 )と して設置 された学校 も一部

存在 している。上記により、インターナシ ョナルスクールは一般的に外国人児童生徒を対

象 とする教育施設であると捉えられてお り、一条校 として認可されていないインターナシ

ョナル スクール に就学 しても法律で規定 された就学義務 を履行 した ことにはな らず、一条

校の中学校への進学が認められない。したがって、市町村の教育委員会においては、憲法

に定める教育を受ける権利を保障 し、その権利を実現するために義務教育制度が設 けられ

ていることを鑑み、経済的な事情、居住地の変更等のやむを得ない事情により学齢児童生

徒が実際的に未就学 とな らない よ う留意が必要であるとのことであった。

02月 2日 (10:30～ 11:40)衆 議院第一会館 1218会 議室

復興創生期後の対応、ALPS処 理水の海洋放出 と風評払拭対策 について

対応者 :復興庁 今井和哉 参事官 (調 査・調整班 )

復興庁原子力災害復興班 中見大志 参事官

経済産業省資源エネル ギー庁電力・ ガス事業部

原子力発電所事故収束対応室 山口雄三 廃炉 0汚染水・処理水対策官

「第 2期復興・創生期間」以降における東 日本大震災からの復興の基本方針では、発災

から10年 の進展と課題を踏まえ、東 日本大震災復興基本法第 3条 に基づき、令和 3～ 7

年度の 「第 2期 復興 。創生期間」以降における各分野の取 り組み、復興を支える仕組み、

組織等の方針が規定 されている。その中では、地震・津波被災地域では復興の総仕上げ

の段階にあるとして、ハー ド事業は概ね終了、被災者支援や子 どもの支援は事業の進捗

に応 じて継続 してい くことや、原子力災害被災地域においては、引き続き国が前面に立ち、

中長期的な対応が必要であるとして、事故の収束、環境再生に向けた取組、帰還・ 移住

等の促進、生活再建等、福島イ ノベーシ ョン・ コース ト構想 の推進 な ど本格的な復興・

再生に向けた当面 10年間の取組が示 され ているとのこと。

ALPS処 理水の処分に伴 う対策 と今後の取 り組み としては、福 島の廃炉 に向けてA

LPS処 理水の処分は避 けて通れない課題 であ り、ALPS処 理水小委員会では、「海洋

放 出」がよ り確実に処分を実施できると評価 してお り、国際原子力機 関 (IAEA)が

この検討結果について 「科学的な分析 に基づ くもの」 と評価 してい るとの ことであった。

ALPS処 理水 を処分す るにあたつては、安全性確保のため、東京電力 による海洋生物

の飼育や ALPS処 理水の分析でデー タの客観性 を徹底的に確保す ること、海域モニタ リ

ングとモニタ リング結果のわか りやすい情報発信、IAEAに よる徹底評価 な ど、安全性



の確保や理解の醸成 によ り風評対策 を実施す るほか、風評被害による賠償基準について

関係団体等からの意見を伺いなが ら被害の推認方法や損害額の算定方法等を具体化 して

い くとの説 明で あつた。

なお、それぞれの調査 内容の詳細 にういては、提供 された資料 を参照 されたい。


